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多国籍企業の内部化理論（1)
小島 清
l 開題
多国籍企業（以下 MNCと略す）の統一説明理論の構築（モデル化）
が漸く緒についてきた。従来は，ビジネス・アプローチの常として，巨
大企業化， MNC化の動機とか利点を，あれもこれもと数十に及ぶ細い
事例をならべたてて， MNC活動を美化し正当化しようとするものが多
かった。雑然とした実務論の段階にとどまり，システ7チックな理論に
到達していなかった。
おそらく MNCの理論的解明の騎矢はHymer(1976）らによる独占論
ないし寡占論による産業組織論的アプローチであった。これに対しイギ
リスの ReadingSchoolの数人の学者が，独占的行動という表現を避け
て，内部化理論（theoryof internalisation）と総称しうるものの構築に向
けて前進することになった。先ずDunning (1977, 1980）が「国際生産の折
衷理論eclectictheory」を展開した。数十に及ぶMNCの優位要因を，
規模経済論，内部化論，立地論（ないし国際分業論）の3つを継ぎあわ
せて，解明している。自ら「折衷理論jと名つ’けているように，いまだ
MNCの統一理論にまで成熟しているとは言い難い。
これに対し Rugman(1980a, 1981）は，内部化論こそ「MNCの一般理
論Jである，との大胆な主張を試みた。いろいろな事例，数多くの学説
（私の海外直接投資に関する小島仮説も含め）はすべて内部化利益とし
て位置づけうるというのである。行き過ぎの強引な一般化の弊に陥って
いる。だが彼の言う内部イヒ利益の源泉を整理してみると，結局，（a）規模
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経済（economiesof scale）の利益と，（b）内部価格づけ（internalor 
transfer pricing）を活用できる MNCという階層的組織の形成・運営の
利益との2つであることがわかった。
この2つの利益をフォーミュレート L，まとまったモデルを提示した
のがBuckley=Casson(1981）である。輸出という市場取引に較べ海外直
接投資（DFI）という内部化方式のほうが有利になる条件を明示するとい
う点まで，このモデルを拡張している。
以上のような方向に， MNCの内部化理論に関する文献整理を試みる
のが，本稿の第1の課題である（第I節）"'" Buckley=Cassonモデノレ
は，経済学で最近進展を見せている sunk-cost（埋没費用）モデノレに他な
らない。レデイング学派は，ビジネス実務上の無数のま田い配慮、を念頭に
置いているためか，すっきりしないし，不E確な判定基準に陥ってい
る。サンクコスト・モデルによって内部化利益の問題を体系的に整理し
直し， MNC活動の本質をえぐり出してみたい，というのが本稿の主要
課題である。そのために先ず第I節で，最小最適規模仏JOS: mini-
m山noptimal scale）を導入したサンタコスト・モデルを提示する。これ
により superiorな生産（或は取引）方法の正確な判定基準が導出される。
レディング学派は，物的投入物だけでなく，技術，情報，社内人材，階
層組織などの経営資源をも“中間財”とみなし，それを内部価格づけに
よって低廉に調達できるから可変費用を低めうる，またそのことが内部
化， MNC化の利益の最大の源泉であると強調している。だがこの主張
はEしくないロ本当の源泉はむしろ規模経済の実現にある（第W節）。
企業の有形無形の資産がセット・運営され，規模経済が実現されるに
つれ，逓増収穫＝逓減費用がもたらされるロそれ故，限界費用＝限界収
入になる生産（販売）量に制限し，独占利潤を最大化することが有利に
なる。可変費用＝限界費用の低廉化を重視するかれらの議論は独占的行
動のE当化に速なってくる。このため社会的便益（socialbenefits）の最大
化というマクロ経済的要請と相克することになる。 MNCの功罪がこう
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いった観点から問い直される（第V節）。
DFIによる海外生産の方が輸出よりも企業にとって有利なことであろ
うか。必ずしもそうでないこと，ならびにそうならない理由を厳密に検
討する（第VI節）。同時に，害I）高になった園内生産を海外生産に移し輸入
することこそ有利でみあることを明示する。このことが逆貿易志向的対
順貿易志向的DFIという小島命題に速なってくるのである。
I レディング学派の内部化理論
<Dunningの“国際生産の折衷理論”〉伺
[Dunning 1981, pp. 80-81] は，表lのように，国際生産（その主軸
はDFI行動）が当該企業にとって有利になる32に及ぶ要因を列挙してい
る。これらはビジネス・アプローチにとっていかなることが考慮事項で
あるかを教えている。かくも多数の要因（変数）を挙げることは，理論
化とかモデル化を不可能にする。いったい何が最も重要なのか。彼は
MNCをめぐる理論の発展を考慮して，多数の要因を3つに分類し，そ
れらを包括するものであるからという理由で，自らの理論を折衷理論或
は0・1-Lパラダイムと呼んでいる。
Dunningのパラダイムの中でもその中軸は 1つ1つの企業のもつ
Ownership Specific Advantages （企業能力優位）である。一企業が他企
業よりも（或は自国企業が外国企業よりも）優った特別の能力を備えて
いるというのである。これは伝統的企業理論に立脚している。
表1には13の優位企業能力がかかげられているが，それらは工場，機
械設備，オフィスなどの“有形企業資産”だけでなく，その企業に特有
な優れた技術，組織，経営や7ーケティングのノウハウ，さらにそれを
担う人材などの“無形企業資産intangiblea田e句”から生み出される。
一括して“経営資源” ［小宮隆太郎 1970,p. 250］と呼んでもよい。これ
らが，われわれのサンクコスト・モデルにおける“固定投資費用”
set-up fixed costを形成するわけである。
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表l ダニングの国際生産の折衷理論
(1）企業能力優位（OwnershipSpecific Advantages) （自国企業が他国企業
を上回る優的
(a）多国籍でなくても生ずる優位
1. 企業の規摸，確立された名声，生産物多様化，生産プロセス多様化，分
業と特化の利益を樹号する能力，独占力，企業に属する生産要素の優れた
能力とその活用。
2. 企業に特有な所有権としての技術，商標。
3. 生産の管理，組織， 7ーケティング・システム，研究開発 (R&D）能
力，人的資本と経験の蓄積。
4. 投入物，たとえば労働者，自然資涼，金融，情報の，＃附L的ないし他よ
り有利な入手可能性a
5. 投入物を有利な条件で（企業の規J葉や買手独占的影響力により）入手す
る能力。
6. 生童物販売市場の排他的ないし有利な入手可能性a
7. 政府の介入（たとえば市場新規参入への規情的。
(b）帝視企業にくらべ，既存企業カワランチ工場をもっ場合の優位
8. 工場をもっ場合，その能力（管理，設営， R&D，マーケティングなど）
を親会社が有利な価格で入手しうること。
9. 子会社との問でジョイント供給をやることから生ずる節約（生産につい
てだけでなく，共同の購入， 7ーケティング，金融についても）。
(c）多国籍であるか故にとくに生ずる優位
10. $国劇じすると，より広い機会が聞かれ，上述調r），制強められる。
11. 情報，投入物，マーケットについての知識のより有利な入手。
12. 要素賦存や市場の国際聞の相違を利用できる能力。
13. リスクを多様化できる能力（たとえば通貨圏や資本化率の違いを活用し
て）。
(2) 内部イロ1）益(lnternahsationIncentive Advantages) 
（市場の失敗から守る，ないしそれを活用する利点）
1. 市場での取引をやる場合にかかる諸コスト（相干の発見，交渉，モニタ
リングなりの節約になる。
2. 特許技術，商標など propertyrights （工業所有権）の使用コストを回
避できる。
3. 賀手の利童実さを回避できる。
4. 市場では差別｛面精つ’けが許きれないが，それをやれる。
5. 生産物の質を守れる。
6. 外部性とか相互依前T為の economiesが樹号できる（上述Ilの8. 9 
を見よ）。
7. 先物市場カ可芋在しないとき，これを企業内で補償できる。
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8. 政府の干渉（輸入数量割当，関税，価格統制，税指lのちがい，など）を
回避したり，それを活用できる。
9. 投入物（技術を含む）の供給や販売条件をコントロー ルできる。
10. 支社の販売先をコントロー ノレできる。
11. 交互補助とか市場略奪的価格つ’け，などをやることかできる。
(3）立地利益（LocationSpecific Advantages) 
1. 投入物と製品販売市場が空間的に分散されていること。
2. 投入物（労働，エネルギー ，原材料，部品，半製品など）の価格，品質，
生産性。
3. 運送・通信費。
4. 政府の介入。
5. 輸入統制（関Z強草壁を合む），税浮，インセンティヴ，投資環境，政治
的安定性，など0
6. インフラストラクチュア（商業的，詰滞納，溜古）。
7. 心理的距離（言語，文化，ビジネス，慣習などの差）。
8. 研究開発の生産と7ーケテイング上のeconomies（たとえば， R&D
を本社て集中的にやった場合の規挟経済の程度）。
Dunningは第2に InternalisationIncentive Advantages （内部化利
益）を挙げる。有力な議論となってきた内部化理論をも包掃しているこ
とを示すためであろうが，あまり意味がない。表lに内部化利益として
挙げられている項目は，企業運営｛operation）のやり方が生み出す利点で
ある。諸取引を内部化することによって，またそれを内部価格づけに
よって行いうるので，取引（transaction）コストを節約できるとするので
ある。
第3のLocation-SpecificAdvantages （立地利益）は，立地論とか国
際分業論を取り入れたいとの配慮から特掲されたのであろうが，そう名
づけることはやはり有意義ではない。海外直接投資を行い MNC化すれ
ば，生産・販売の“直接的可変費用”を安くすることができる一一低廉
な労働力や原料を利用し，運送費や関税を回避できるので というこ
とにつきる。あくまで諸コストの絶対比較に立脚するものであって，比
較優位考察を基本とする国際分業論と連なっているわけではない。”
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内部化論者は，第3の直接的可変費用を先の企業運営費用と明別せず
に両者を含めて，取引コストの節約が内部化によって実現するという。
最新の論文［Dunning1988a, p. 2］においてDunningはMNCの企業能
力優位をOaニ出setadvantages （資産優位）と Q,=transaction advantages 
（運営優位）とに分割する必要を強調している。前者は固定投資費用の
問題であり，後者は運営費用の問題である。このように整理すれば
DunningのOI-Lパラダイムはサンタコスト・モデノレに収数していくこ
とになるのである。
<Rugmanの“内部化理論”〉
Alan M. Rugman [1980a, 1981］は，内部化こそ多国籍企業の一般理
論であると俗称する。ω だが彼は， MNCは外国にまでまたがる巨大な
階層組織を形成し，内部価格づけによって企業内取引を低廉にすること
ができるという企業運営上の利点を強調する。それがRugmanの言う内
部化の利益である。固定投資費用の生み出す規模経済こそ最も重要な本
来の内部化利益であるはずであるが， Rugmanはこれを忘却し無視して
いる。彼は MNCの運営は独占的行動を目ざしていると断言する。
Rugman [1981, p. 28；訳 p.9－邦訳箇所も示すが，私なりに修正しで
ある］は内部化を次のように定義する。
内部化とは，一つの企業内に或る市場（amarket）を作り出すプロセ
スである。この企業内市場は，規則的な（外部）市場が成立していな
い時にそれに代替し，資源配分（生産）と販売上の問題を，経営管理
命令（administrativefiat）を用いて解決するロ企業の内部価格（すなわ
ちトランスフア一価格）は，企業組織の潤滑油となり，内部市場をし
て，潜在的な（しかし実現されない理想的な）規則的市場と同程度に
効率的に機能させるのである。
一つ一つの述語の定義が唆昧で，エコノミストの厳密な用い方と違う
ので，解釈するのに困難を感ずるが，次のようなことであろう。すなわ
ち，完全競争市場（或は均衡）といったものは理想にすぎず到底実現し
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ないが，企業がすべてをコントロールできる階層組織（hierarchy）を作
り，利潤極大をはかる内部価格を使って運営すれば，現実の不完全な外
部公開市場よりもいっそう効率的な生産・販売活動を行いうる，という
ことであろう。つまり，内部化利益の源泉は，内部価格づけによる計画
的運営にある，とするのである。この内部価格（internalprice）という用
語には， transferprice （企業内振替価格） , shadow price （計画的均衡
価格） , SUπagate price （代理価格）などいろいろ違った名称が付されて
いるが，すべて同義である。
「トランス7ァ一価格は恋意的な数値ではなく，内部化を機能させる
のに必要とされる適正な（correct）内部的管理価格である。・・・ MNCに
は，いかなるトランスファ一価格であれ都合のよいように（c町田to）使う
ことカ守午されるべきであるjとRugrnan [1981, p. 85；訳， p.76］は言っ
ている。ここに「都合のよいように」というのは，企業のコスト節約，利
潤増加を最大にするように，という意味であろう。したがって，公開の
市場で需給均衡によって決まり変動していく「市場価格」ないし arm’s
length price （交渉価格）とは異なる内部価格づけをするわけで，価格差
別化（pricediscrimination）が発生することになる。またMNCの子会社
間で違った価格づけも行われる。そうすることによって，種々の取引コ
ストを節約し，fl]i閣を増加しうるとする。内部価格づけが鍵なので
ある。
それではいったい何を内部化し，いかに内部価格づけをするのか。
（イ）市場が成立していない時（たとえば知識knowledgeのごとき中
間財の価格づけにおけるように），或は規則的市場での取引コストが
過大である時にはいつでも，内部化する理由が生ずる。一回経済には
そうした市場の不完全性という性格があるので，企業が内部市場を創
出するという強い動機がつねに存在している。（吋世界全体をベース
にして見ると，貿易諸障害やその他の無数の市場不完全性が存在する
ので，多国籍企業が出現するいっそう強い理由がある。多国籍企業
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は，国際的市場の（また圏内市場の）不完全性を内部化し，かくして，
グローパノレな社会的厚生を増大するのである・・・［Rugman 1981, 
p. 28；訳 p.9］。
上の付）は，技術知識で代表されている経営資源を当該企業の専有にし
排他的利用をはかるというのが内部化である。諸経営資源を市場で調達
するコストよりも安い内部価格で利用できるようになる，というのであ
る。（ロ）は，企業が海外へ直接投資進出（子会社設立）することが内部化
であり，それにより輸送費や関税を回避できるし，低賃金労働や安い現
地投入物を利用できるようになる，というのである。
上にも指摘した諸要因を「市場の不完全性」とか「市場の失敗
market failure」ときめつけることに対しては，厳密な定義を用いるエ
コノミストの立場からは異議が申し立てられるのだが，そういう場合，
企業の内部取引に置きかえれば，取引コストが節約できるとするのが，
Coase (1937）に始まり， Williamson(1975）により精級化され， Casson
(1979）により直接投資問題に延長適用された「取引コスト節約論」であ
る。 Rugmanはじめレデイング学派はこれに依拠しているのである。
Rugman [ibid.] は上の引用につづけて次のように言う。
内部化は企業特殊的優位を世界的規模で維持するための一つの手段
である。多国籍企業とは，親会社の縮小複製版（miniaturereplicas）を
海外に設立することによって，知識という企業特殊的優位の使用を監
視（monitor）することのできる組織である。多国籍企業のこれら在外
子会社は，各外国市場へ供給するが，それは外国の国民市場の一部を
多国籍企業に分与（田：gment）することになるし，多国籍企業はかくて
価格差別化を用いて世界的規模での利j聞を最大化することができる。
多国籍企業は，内部化によって，その関連子会社をコントロールし，
グローパノレ・ベースで，その多国籍企業というシステムのもつ特殊優
位の使用を制御できるのである。
それでは何を目標にしてトランスファ一価格づけを行うのか。答は独
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占利潤を最大化するための独占的企業運営である。［Rugman 1981, 
p. 61；訳， p.48］は次のように言う。
多国籍企業の重要な特徴は，知識という企業特殊的優位を持ってい
ることである。したがって，定義により，多国籍企業は独占者
(monopolist）である。当然のことながら，多国籍企業のもつ知識につ
いて潜在的な競争者や追跡者がいるが，多国籍企業が企業特殊的優位
性に対するコントロールを維持するために，当該多国籍企業は内部市
場を使用すること（注：完全所有の子会社方式）を選考せざるをえな
し、。
このセンテンスに続いて，海外直接投資は，限界費用＝限界収入にな
る点までの生産量にとどめ，平均費用よりははるかに高い価格で販売
し，独占利潤を最大化するという，通常の独占的行動の図を示してい
る。そして，
主要な結論は，多国籍企業は結局は守銭奴（economiccreature or 
animal)だということである。多国籍企業は，商品・サービスを生産し
販売するために存在し，それによって多国籍企業は利潤を稼ぐことが
できる。私の発見したところによれば，技術移転とか，開発の担い手
として行動するとか，所得再分配を行うといったことが，多国籍企業
の役割なのではない。［Rugman1981, p. 32，訳， pp.14・15］。
つまり Rugmanは， MNCは独占利潤の最大化を求める守銭奴以外の
何者でもないことを断言している。これは「グローパノレな社会的厚生を
増大する」という先の引用とは矛盾するわけであるが，これこそ彼の本
音であろう。この矛盾をめぐって， MNCの功罪が関われねばならなく
なる。
<Buckley=Cassonのサンタコスト・モデル〉
BuckleyとCassonはE抑制nic]ourna/, March 1981への共同執筆論
文において，レディング学派の海外直接投資論を要約した一つのモデル
に到達した。それは図1に転載したごときサンクコスト・モデルであ
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る。この図をBuckleyは1983年論文に用い，さらにウプサラ大学でのわ
かり易い講義（1987）の中心に据えている。 CassonはRugmanの著書
[1981, p. 20；訳， pxi］への「まえがきJにこの図をもってきて，
MNC論の到達点であるとしている。 RugmanがなぜCassonの「まえが
き」を載せたのかを知らないが， Rugmanの内部化理論も力点の置きど
ころに違いはあるにせよ，この図に帰着する，少なくともそれと矛盾し
ないと考えたからであろう。事実Rugman自身もこの図に帰着する同種
の図を［Rugman1980b, p. 52，中島 1983,p.190］ならびに［Rugman
1981, p. 67；訳， p.53] に示しているのである。
Buckley=Cassonは， Chamberlin(1933）流の次の逓減コスト関数を用
いている。
(1）正E費用（τ℃）＝c(x)=a+b・x
(2）平均費用 （AC)=c(x)/x＝α／x+b
（ただし a,b = constant) 
ここでxは生産量（より一般的には取引量であり，時に販売量ないし購
買量とされる）である。 αは生産量のいかんにかかわらず一定額を要す
る固定費用（fixedc田t), bは生産量に比例して繰返し必要となる単位当
たり可変費用（variablec田t）である。
生産方法iに1と2があるとすると，
(2.1) c(x)/x=a./x+b, 
(2.2) c(x)/x=a,/x+ik 
となる。このいずれがより低い平均費用を実現するか，つまりより
superiorな生産方法であるかを見出したいのである。
図1は，取引（或は生産方法） 1と2を示す。下添字を略して言うが，
OTの大きさがα＝固定費用である。これは企業のset-up（立ち上がり；
創業）に要する投資であり，いったん投資すれば取戻しのできない一定
額の投資であり，それ故sunk（埋没）コストと言われる。 a/xつまり取
引単位当たりの固定費用（平均固定費用）は，取引量＝ Oの場合には∞，
取引量＝ lの場合にはα／1であるが，取引量xが増えるに従ってαIxは
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逓減していく。そして x=ooに達して αIx=oとなる。これが費用逓減
ニincreasingreturns to scaleの原因であり，規模経済（economiesof 
scale）の利益と言われる。取引量 xが小さければ実現される規模経済利
益は小さし投資された一定の機械設備・社員などは余り，過小活用に
陥るわけであるが，いったん投下した固定投資を減らすわけにはいかな
いロサンクはそういう意味も持つ。企業の操業度を，少なくとも損益分
岐点以上に高めることが必要となってくるのである。
この費用逓減は，一定の固定投資費用 αが，取引量 xの増加につ
れ，。：／xが小さくなるといういわばメカニカルな関係である。有形無形
の経営資産をA，その調達価硲を ρであらわすならば， a＝戸・A であ
る。どの程度の規模経済が生ずるかは， Aの中身をなす機械設備の性能，
耐周年数，陳腐化，生産技術，工場のレイアウト，企業の人材の能力，さ
らにそれらを組合わせ組織をつくるデザイン（生産関数の形），企業組
織を運営する能率などに依存する。これを“技術的”関係と呼んでおき
たい。つまり， Aのもつ技術がJ性能が重要であり，そのいかんが異なっ
た技術的規模経済を生み出すのである。
次に，図 1(iの TT’線の傾斜は可変費用 bを，その水平線（固定費
用）を上回る高さが総可変費用 b・xである。この可変費用を少なくとも
2種に分けて厳密に検討する必要がある（後述）のだが，今は間わない。
生産に投入される原料とか労務費といった直接的生産費を念頭におけば
よい。この可変費用bはコンスタントで産出量単位当たり一定額を要す
るとすると，それはコンスタントな限界費用をも意味するので，図 1(i) 
のMM＇線のように水平線として画かれる。
可変費用 bの大きさは，投入物（中間財）を外部市場からいかなる価
格で調達するか，それを企業内で内部価格によって安く入手できるか，
また両者の割合をどうするか，といった経済的条件に左右される。先の
固定投資 a=p・Aの（性能でなく）調達費用ρも同様な経済的条件に依
存する。それらは規模経済を規定する技術的条件とは無関係でーあり，相
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互に独立である。このことに注意しなければならない。
かくて，総費用は固定費用と可変費用の合計であるから，図 1(i）の
07ア折れ線が総費用曲線となる。 07T’線に原点。から引いた線分の
傾斜がαix十bなる平均費用を示すわけであるが，それは図l(i）のAA’
という右下りの逓減平均費用曲線となる。それは縦軸と MM’線とに無
限に接近する右下り曲線となる。右下りになる原因はσixがxの増加に
つれて小さくなるという技術的規模経済に基づくのであって，固定投資
費用 aと可変費用 bの大きさとは独立である（繰返しになるが）。
<B=C基準〉
生産方法1と2とを比較する作業に進もう。或る量xの生産について，
総費用 c(x），したがって平均費用c(x)/xがより安くつく場合を superior
方法と呼ぽう。 Buckley=Cassonの図1（けでは，固定投資費用は由く白
であるが可変費用は逆に b,＞品と仮定されているロこうであると Eな
る転換点（switchingpoint）を持つoつまり E点の生産量£に達するまで
は方法1のほうが低い総費用ですみsuperiorであるが， E点を越えると
方法2のほうがsuperiorに転ずる。これに対応して図 1(i）では，平均費
用は， E点まででは方法lのほうが安＜， E点を越えると方法2のほう
が安くなる。つまり大量生産をする場合には方法2のほうがsuperiorで
ある。そこで，必ずそうなるという基準を求めねばならないロ
BuckleyとCa田凹が提示した基準は次のようである。
[B=C基準］ より大きな固定費用投資を必要とするが，可変費用が
小さくなるならば（つまり， a.く血だが b,>Inならば）．そういう生産
方法（方法2）の方がより大規模な生産について superiorになる。
だがこの B=C基準は不E確な基準（従って採用しないほうがよい基
準）であることが明らかになった。由，a,lh, In，の大小関係については9
つの組合わせが存在する。伺次節で求めたもっと正確な基準によって判
断すると， a.<a，だが b.>Inという B=C基準はsuperiorな生産方法た
ることの十分条件ではあるが必要条件ではない。 B=C基準が要求する
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転換点Eが存在しなくても．生産方法2がより superiorであるケースが
見出せるのである（なぜB=C基準が不正確であるかについては，すぐ後
でもう一度触れる）。
そこでさらに，創設固定投資費用aはすべて取戻しのできないものだ
としてsunkしてしまう，つまり 0とおくとしよう。そうすると（2.1)
(2.2）式の単位回定費用は a1/x= 0, a,/xニ Oとなる。従って平均費用
（総費用も）は専ら可変費用の大きさ（白＞lk）に左右されることになる。
内部価格づけによって可変費用を低くすることができることが，内部化
• !I心-IC化の利益であるとの Rugmanらの主張に到達する。よって次を
Rugman基準と名づけておこう。
<Rugman基準〉
可変費用がより小さくなるほど，より superiorな生産方法である。
かくてビジネスアプローチの内部化論者は，固定費用αと可変費用b,
とくに後者に注目し，それを低くしうることが内部化・ MNC化利益の
源泉であると主張する。それは利益の一つの源泉ではあるが，皮キ目的な
源泉にすきりなし、。本当の利益源泉は技術的規模経済の実現にある。この
ことを内部化論者は見落としているのである。
既述のように， a＝ρ・Aである。内部化論者は，この戸を内部化によっ
て低くしうると言う。或は内部で開発した技術の使用料はゼロだから，
それだけ可変費用 bを低めうると言う。だが本当の利益は，有形無形の
企業資産Aの性能やその運営の能率によってきまる技術的規模経済の程
度（その正確な定義は次節で行う）に依存するのである。内部化論者は
また，直接投資進出によって海外の低賃金労働が利用できることや関税
や運送費を回避できることを強調する。たしかにそれらも可変費用 bを
低める一つの要因にはなる。だが本当の利益は，海外生産をも含めた企
業全体の規模経済利益がどれだけ生み出されるかに依存する（第IV節で
詳論する）。
Buckley=Cassonは規模経済の重要性に気がついている。（2.1),(2.2）式
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に関連して次のように指摘している［Buckleyand Casson 1981,p. 78］。
どの方式についても平均可変費用はコンスタントだと仮定する。…
表面的にはこの仮定は生産における規模経済を排除してしまうかのよ
うに見える。しかし工場の規模とかタイプの遠いによって生産方式の
遠いを識別すると， ‘大規模工場方式’は E小規模工場方式’にくら
べ，より大きな固定費用を要するがより低い可変費用になるというよ
うに，規模経済を考慮に入れることができるのである。
このような特定の規模経済を暗黙に仮定することによってくB=C基
準〉が導かれたのである。だが，（2.1),(2.2）式では，単位固定費用 a;/x
は無限に逓減し，可変費用 b;の水準に収飲する。それ故，実現される規
模経済の程度がどれ位であるかは不明であり，ために不正確な基準しか
導き出しえない。またそれ故に， Rugman基準のように，コスト関数の
superiorityは可変費用 b；の大小で決められるということになりかねな
い。従って，コスト関数の中に実現される技術的規模経済の程度を明示
する工夫（devise）をほどこすことが必要である。このことを次節で試み
たい。ω
川最小最適規模サンタコス卜・モデル
〈サンタと規模経済〉
われわれは次のコスト関数を用いることにする。
r+b・x ifx三五x* ／たた’La,b,xヘf是って、
(3) TC=c(x)= ~ ( ) l(a/x*+b) x if x>x＊ 、a/x＊ニconstant / 
r /x+b 正z孟f
(4) AC= c(x)/ x = { 
la/x*+b 百x>x*
ここでがは最小最適規模（MOS）である。エが f に達するまでは技
術的規模経済が働き，産出物単位当たり固定投資費用たる αIxは逓減
する。 f量で規模経済は実現されつくし， xが♂以上になると平均固
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定投資費用は不変の a/x＊ になる。 α／x＊は「最小平均固定投資費用」で
ある。
いま 2つの生産方法 i＝α，βを措定すると，最小 AC(=MC）は次の
ようになる。
(5) bo ＊＝ι／x",*+b" （すべての変数はコンスタント）
（叫ん率二向／x，ア＋ん
すなわち，最小 ACは，直接的可変費用 b;（これは経済的条件によっ
て決まり所与である）の大小のほかに，最小単位固定費用 a,jx；＊ の大き
さ，つまり実現される規模経済の程度に依存する。この a,jX；＊ は企業の
有形無形資産の技術的能率と最小最適生産規模（MOS）の大きさに左右さ
れるのである。
図2には生産方法αとβの2ケースが画かれているのであるが，方法
αについて説明しよう。図1と同様に， Oα が固定投資費用ιであり，
αS＂とその延長線の傾斜がムであるoXo＊ が MOSであるが，総費用
曲線はXo＊ に対応する S"(scale pointと呼ぽう）に達するとキンクして，
原点から引いた OS＂α’線となる。その傾斜が， bo*=ao/X"*+boであ
る。 b,＊を到達可変費用， ao/xo,*（最小平均固定費用）を間接的可変費
用， b＂を直接的可変費用とそれぞれ呼ぶことにしよう。間接的可変費用
は ι／x，＊ であるから Ifと示した線分OIの延長線の傾斜である。こ
れを αs＂の延長線の傾斜たる九に加えたものが， Soa＇線の傾斜たる
bo ＊になる。こうして総費用曲線Oα S"a＇が求められるのである。
下方のパネノレ（i）を見ょう。平均費用曲線はスケール点 S＂に至るまで
は A0So曲線のように逓減するが，それ以後はコンスタントなふA：直
線になる。コンスタントな直接的可変費用んは mom：直線の高さで
示される。これにスケーノレ点でコンスタントになった間接的可変費用
aof Xo ＊が加わるので，スケーノレ点を越えた到達可変費用 bo＊は
S"A＂’直線の高さになるのである。
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理解をむずかしくしているのは（以下，下添字を省いて述べるが）逓
減する α：／xと，コンスタントになる最小平均固定費用ニ間接的可変費用
a/x＊ の存在である。それはセットアプ固定投資費用に，サンタされる部
分丘とサンタされえない部分品とがあるからであるい＝占＋al。それぞれ
にいかなる固定投資費用項目が属するかは詳細に検討せねばならない
が，かりに dを「書I］業資産費J，品を「固定的運営費」と名づけておこ
う，'" aの代表は設備であるが生産技術，プランドネームなどの無形資
産も含まれる。れま企業組織を運営するー定人数の overhead人件費が
主であるが，創業借入資金への利払や借地料・法人税なども含まれる。
占たる機械設備や生産技術が，産出量がふえるにつれ a/xを逓減させ
ること，それに最小最適規模げが存在する（たとえば溶鉱炉のMOSは
年産500万トンである）ことは明白で，それは設備のもつ性能によって
技術的に決まる。このセットアプ占費はサンタされ（経理上は減価償却
されるということであろう） MOSに到達するとき，或はそれ以前にゼロ
になり，経費（平均費用）には算入されなくなる。
もう一つのセットアプ・コストたる品（固定的運営費）は，企業組織
の良否と運営の好拙といった技術的性能によって， il/xの逓減度と
MOSが決まる。だがこの品はサンクきれない。スケール点に達するまで
は一定額のふを要L，産出量 xの増加につれ占Ix＜平均固定的運営費）
は逓減するのであるが，スケール点に達するとalρは最小になり，それ
以降はそれがコンスタントな間接的可変費用に転ずる。
たとえば年10万単位の産出がMOSである工場の運営については， 5
人の7ネジャー，年5,000万円の給与を要するとしよう。a/x （平均固定
的運営費）は，操業度がl害I)であると産出量単位当たり 5,000円につく
が， MOSに達すると最小の500円になる。 10万単位がMOSであるよう
にデザインされた工場であるから，それ以上，たとえば12万単位に産出
量を増すには7ネジャーを 1人（給与1,000万円）増やす必要がある
（そうしなければ工場の能率は低下し平均費用は逓増しよう） 0 ,. つまり
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コンスタントな可変費用主／げを必要とするようになるのである。つい
でに別の生産方法との比較に触れておこう。 10万単位でなく 1/10の1
万単位産出がMOSである場合を考えよう。先の 5人の7ネジャーの
1 /10たる 1/2人にするわけにはいかず，やはり最低l人の7ネジャー
を必要とする。 l人の7ネジャーで最も能率を挙げうる，上とは違う，
工場をデザインする必要がある。つまり MOSの大小に応じて採用され
る工場のデザインと運営の仕方が異なり，実現される規＋期圭済の程度に
したがって最小平均固定費用（この場合1,000円）が異なってくる。
かくして，式（4）のように，到達平均費用b＊＝αIx牟＋bになるメカニズ
ムがわかった。それは α＝丘＋白のうち，創業資産費占はMOSたる x*
に到達するまでにサンタされて a/x*=0になる。ところが固定的運営
費占はサンクされないで（経常的に必要で） a/ x* = canst日1t> 0とな
る。かくて到達可変費用。／x＊の実体はサンタされない固定的運営費す
なわち間接的可変費用ということになる。そしてこの間接的可変費用
α：／x＊と，直接的可変費用bとの合計が，到達平均費用Fとなる。可変費
用とは限界費用の別名であるから，平均費用＝限界費用となるのであ
る。
〈小島基準或は規模経済基準〉
(5）式と（6）式を比較して，次の（7）式のようになるならば，生産方法β
の方がαよりも superiorであると言える。
(7) ajx" ＊十b0>aβIx,,*+b, 
これが小島基準である。すなわち，
〈小島基準〉最小最適生産規模。10S）がより大きく，到達平均費用
がより小さいほど，より superiorな生産方法である。
図2(i）では， 0β’線の傾斜（b,＊）が Oα’線のそれ（bo＊）より緩やかに
なることで示される。パネノレ(i）では，到達する平均費用＝限界費用たる
S,A，＇ の高さが S"Ao' より低いことで示される。そうなるのは
MOSがより大きく，そこに到達する迄に実現される技術的規模経済の
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程度がβ型の方がα型より大きいからである。したがって「規模経済基
準」と呼んでもよい。
(7）式を成立させる必要卜分条件を求めてみよう。 b,* > b，でなければ
β方法がsuperiorになる可能性はない。ω その仮定の下で（7）式が成立す
るためには，産出量の臨界値x＇が存在する。すなわち
(8) x' =aβ／（b,*-b，）ニ向／［（ι／x，＊十b,) ん］
この臨界値は図2に見られるように Oα’線（その傾斜は b，.＊で， α
型の到達可変＝平均費用）に βS，線（その傾斜は bβで， β型の直接的
可変費用）が上から切る e点に対応する生産量fである。 e点をわれわ
れの「新転換点」と呼ぽう。それは図1のBuckley=Cassonの転換点
Eとは異なる。
図示からも明らかなように， β方法のMOSたる h場が臨界f直x＇より
大きいならば新転換点 eを越えるわけで，必ず（7）式を成立させる，つま
り b,*>b，＊ となり，方法βがsuperiorになる。さらに， x，＊がx，＊ よ
りも大きければ大きい程，つまり実現される規J際経済の程度がより大き
い程，より superiorになるのである。
Bue kley= Cassonのケースはんく向だが b.＞んであるとするもので
あった。その時の臨界値x＇はx，.＊ より小さいところに位置することに
なる。この場合には Xp<＊ は f より小さくてもよいが X,＊よりは大き
くなければならない，ということになる。（なおわれわれの図2は，
B=Cの転換点 Eが存在しなくても（7）式が成立するケースを示してい
る。つまりB=C基準は十分条件ではあるが必要条件ではないことを物
自吾っているのである）。
ここでく小島基準〉によって強調しておきたいことは， superiorな生
産方法たらしめることに貢献する最も重要な要因は，より大きな MOS
によって，いかにより大きな技術的規模経済を実現するかにかかってい
るということて”ある。
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* ICU大学院の金田充弘，中野桂阿君との討論に負うところがf.い。また神戸外国
語大学町中島潤教授からいくつかのコメントを頂いた。感謝したい。
(I）内部化理論に関する日本での優れた研究として次のものが挙げられる。原正行
1973, 1978, 1982.中島潤 1983, 1989；大石芳裕 1986，板木雅彦 1986; i同
日治夫 1989，藤沢武史 1989，長谷川信玖 1989，鈴木典比古 1989。
(2）私は Dunnmgの折衷理論に対 L何回かコメントしている a 小島 198la,
pp. 417 424; Ko1ima 1982, pp. 11 14一一これに対l.Buckley 1983aのコメントが
ある。
(3）たとえば［Porter，訳 1989, p. 47］は次のように言う。
「活動の行われる場所は，グローパル企業の優位が生まれる源泉て田ある。だから
比較優位が存在する場所に活動を移して，比較優位を企業の本国すなわち株主
の固から分離する。そこで，この章で説明した理論は，伝統的な比較優位説よ
りも内容が豊かなのである。というのは，私の理論はふつう比較優位説で論じ
られる生産活動だけでなく， R&D，受注処理，広告制作といった価値連鎖内
の活動にまで及よからである固J
これは諸コストの絶対比較に立脚しているもので，国際貿易論での比較生産官｛優
位）考察とは全く無線である， Dunningらも岡崎鮮な無理解に陥っていることを，注
意しておきたい。
(4) Rugmanをめぐって次の論争が展開された。 Rugman1980 a; Pany 1985; Rugman 
1985; Hennart 1986. 
(5）次の9つのtaxon聞に ca間が検討できょう。向くa，のとき， b,>b，か b，くb，であ
る2ケー ス。 a，＞向のとき， b，＞んか b，くb，である2ケー ス。 a,=a，のとき.b,> 
b，か b，くんである 2ケー ス。 b,=b，のとき， a.> a，か a，くa，である2ケー ス。
ならぴに a,=a，かつ b，＝ιなる1ケー ス。
(6）挙例はしばしば誤解のもとになるのであるが，敢えでわかり易い例を示してみよ
う。新車は中古車よりも購入費（a）がおくつくが，故防が少なく維持賛同は安く
つく。たまにしか（毎日 1時間しか）使わないならば，定行距融当たり費用は，中
古車のほうが，購入曹が安いことがひびいて，安くっき，逆に新車の／jがよりお
くつ〈。だが新車をフルに（毎日 6時間というように）使うと維持習が安くつく
ことがひぴいて，孟行距離当たり世用は新車の方が安くなる。さらに，購入曹は
パトロンが出じてくれ（サンクされ）るなら，維持費｛めの安い方を選べばよい
以上， B=Cないし Rug man基準。
これに対し次のように言える。中古車は故軍事が起き易いので毎日 1時間しか使え
ないし，スピ ドが出ないので，町の中町通勤や買い物にしか利用できない l.,
それには適している。祈車は毎日 6時間フルにも1!つでも故障が起きないし，ス
ピードも早〈，高速道路ち利用できる。こういった技術的理由から，新車の方が
走行距離当たり費用が安くなるL，利用価直も高い一一これがわれわれの基準。
(7) Buckley and Ca5'on (1981, p. 76）は二種の固定費用を明別している。また
80 
~unn;ng (1988 a, p. 2）は「資産優位。」と「述営優位。」とに区別するが，それ
はわれわれの kと占に対応する。またRugman(19R！）の「知識の内部化」と「内
部化組織の運営Jとに，。の生み出す規模経済と，占の生み出す規模経済がそれぞ
れ対応する。
(8）われわれのコスト関数（3),(4）式では， MOSたる日に達した後，コンスタントな
平均費用二限界費用になる。この状態がどれ位継続するか，また逓増費用に転じ
たならばどうをるか，といったことも興味ある重要な問題であるが，本稿ではそ
こまで検討しない。なお脱稿後 D;x;t(1980）がわれわれのMOSjせきコスト関数と
類似のものを用いていることを発見した。
(9）ι牟くb，，或は b.·~ b，なるケ スでは生産方法βがaより superincになる可
能性は存在しない。それ故これらケースはここでの考察から省いた図
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剖A THEORY OF INTERNALISATION 
BY MULTINATIONAL CORPORATIONS 
Part I 
。町田nary}
Kiyoshi Kojima 
A theorisation of multinational corporation (MNC) activities has 
recently been attempted by the Reading School (England) economists, 
John H. Dunning, Alan M Rugman, Peter J. Buckley, Mark C. 
Casson and others Their views converge into a “theory of 
internalisation”which 1s essentially a sunk-cost model. Relying on 
“transaction cost”hypothesis, they st町田 thatto make vanable cost 
of production (or transaction, in general) cheaper through internal 
(or transfer) pricmg 1s the source of gains from internal!田tlon
through multinat10nal operations However, they forget出atthe real 
gains come from realisation of economies of scale through 
estabhshmg and operatmg an efficient hierarchy, the MNC In order 
to compare these two criteria, a more exact model of sunk cost with 
minim凹noptimal scale is presented here. 
Because of their inexact cntenon, the Readmg School reaches to 
wrong conclusions such as出atMNCs have many advantages from 
making internal prices cheaper; that it is justifiable for the MNCs to 
take monopolistic behaviour with the aim of maxnmsing quasi rent, 
and也atit is profitable for the MNCs to switch from exporting to 
overseas product10n These predictions are critically examined m the 
paper. It 1s shown that出ereal gams of mternalisat10n depend on 
econom1田 ofscale of the plant, firm and agglomeration which the 
MNCs design and utilise The linnt of mtemal scale economies calls 
for coordination with the outside market. 
